
令和４年３月 函館市財務部財政課

令和２(2020)年度

函館市の財務書類
（概要版/一般会計等）



１． 概 要

従来の会計方式 地方公会計制度

取引の
記録方法

【単式簿記】
現金の収入・支出の

みを記録する

【複式簿記】
ひとつの取引について，

原因と結果の２つの側面
から記録する

取引の
記録時期

【現金主義】
実際に現金の収入・

支出が生じた時点

【発生主義】
実際の現金の収入・支

出に関わらず，経済的価
値の増減が発生した時点

自治体の会計は，現金の収入・支出と

いう事実を重視する現金主義を採用して
いますが，行政運営の説明責任をより一
層果たすために，地方公会計制度も並行
して導入し，発生主義に基づいた財務書
類を公表しております。

※平成28年度から国が設定した「統一的
な基準による財務書類」で公表

財務書類

・退職手当引当金
・退職手当引当金の繰入,取崩

・減価償却費
・土地や建物の価格
・物品の価格

・歳入決算額
・歳出決算額

・市債残高

・基金残高

固定資産台帳 歳入歳出決算書 財政状況資料集

財産に関する調書

２． 対象の会計範囲

③連結

②全体 一部事務組合・広域連合等

地方公社

第三セクター等

・(公財)南北海道学術振興財団
・(一財)函館国際水産・海洋都市推進機構
・(一財)函館市住宅都市施設公社，
・(公財)函館市文化・スポーツ振興財団
・(一財)函館市学校給食会
・(株)函館国際貿易センター

①一般会計等 公営事業会計

・一般会計
・港湾事業特別会計
・奨学資金特別会計
・母子父子寡婦福祉資金
貸付事業特別会計

・水道事業会計
・公共下水道事業会計
・交通事業会計
・病院事業会計
・国民健康保険事業特別会計
・自転車競走事業特別会計
・地方卸売市場特別会計
・介護保険事業特別会計
・発電事業特別会計
・後期高齢者医療事業特別会計

・函館圏公立大学広域連合
・函館湾流域下水道事務組合
・北海道市町村備荒資金組合
・北海道後期高齢者医療広域連合

・函館市土地開発公社

本市では，以下のとおり「①一般会計等」，「②全体」，「③連結」の３種類の範囲で財務書類
を作成しています。

※本資料では，「①一般会計等」について説明します。

※各表については，百万円未満を四捨五入して表示しているため，
合計金額が一致しない場合があります。

※各用語の解説は８ページに記載しています。
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３．財務書類４表の構成

＋経常費用 (1)

▲経常収益 (2)

＋臨時損失 (3)

▲臨時利益 (4)

純行政コスト

② 行政コスト計算書

前年度末純資産残高

▲純行政コスト

＋財源 (5)

＋固定資産等の変動

本年度末純資産残高

③ 純資産変動計算書

前年度末現金預金残高

＋業務活動収支

＋投資活動収支

＋財務活動収支

＋歳計外現金増減額

本年度末現金預金残高

④ 資金収支計算書

① 貸借対照表（バランスシート）

資 産 負 債

純資産

（内訳）

現金・預金

・・・

市が１年間に提供した行政
サービスの費用と，市民が負
担した使用料・手数料などを
示した表。（現金のやりとりが
ない減価償却費も経費計上）

資産と負債の差である市
の純資産（正味の資産）が，
１年間にどのように増減し
たかを明らかにした表。

市の現金が１年間にどの
ような要因で増減したかを
３つの性質別収支に分類し
て整理した表。

行政活動によって形成された道路や施設などの資産と，

それに対して必要となった負債や資金との関係を示した表
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ストック
(令和元年度 貸借対照表)

令和3(2021)年3月31日令和2(2020)年4月1日

フロー
令和２年度 行政コスト計算書
令和２年度 純資産変動計算書
令和２年度 資金収支計算書

ストック
(令和２年度 貸借対照表)

収 入
(2),(4),(5)

費 用
(1),(3)

収支差額



４．財務書類 ①貸借対照表（バランスシート）
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純資産 28.8億円の増加

資産の増減分析 実質収支の増などにより7.1億円の増加

負債の増減分析 地方債の減などにより21.7億円の減少

(単位：百万円)

R2(2020) R1(2019) 増　減 R2(2020) R1(2019) 増　減

資産の部 負債の部

固定資産 273,640 274,725 ▲ 1,085 固定負債 145,301 147,129 ▲ 1,828

有形固定資産 259,342 261,327 ▲ 1,985 地方債 126,173 127,075 ▲ 902

事業用資産(1) 231,824 234,093 ▲ 2,269 長期未払金 2,293 2,374 ▲ 81

インフラ資産(2) 26,064 25,726 338 退職手当引当金(4) 15,576 16,293 ▲ 717

物品 1,455 1,508 ▲ 53 その他 1,260 1,388 ▲ 128

無形固定資産 3 3 0 流動負債 15,117 15,463 ▲ 346

投資その他の資産 14,295 13,396 899 1年以内償還予定地方債 12,131 12,470 ▲ 339

投資及び出資金 2,421 2,421 0 その他 2,985 2,993 ▲ 8

長期延滞債権 1,537 1,490 47

長期貸付金(3) 2,085 2,211 ▲ 126

基金（その他） 7,053 6,139 914

その他 1,199 1,135 64 負債合計（将来負担） 160,418 162,592 ▲ 2,174

流動資産 12,362 10,567 1,795 純資産の部

現金預金 4,218 3,363 855 固定資産等形成分 281,095 281,532 ▲ 437

基金（財調,減債） 7,456 6,807 649 余剰分（不足分） ▲ 155,512 ▲ 158,831 3,319

未収金等 689 397 292 純資産合計（現役負担） 125,583 122,701 2,882

資産合計（市保有資産） 286,002 285,293 709 負債及び純資産合計 286,002 285,293 709

科 目 科 目

2,800
億円 R1資産残高

事業用資産（1）

資産の減価償却
など

インフラ資産(2)

道路や河川などの
整備

2,852.9
億円

R2資産残高

2,860.0
億円

基金
財政調整基金，
地域振興基金
などの増

現金預金ほか

▲22.7億円

＋3.4億円

＋15.6億円

＋10.8億円 ＋7.1億円

1,600
億円 R1負債残高

地方債
償還額が借入額
を上回ったことに
よる減

長期未払金
若松駐車場用地
の割賦購入

1,625.9
億円

R2負債残高

1,604.2
億円

その他

▲12.4億円

▲0.8億円 ▲7.2億円

▲1.3億円 ▲21.7億円
退職手当

引当金(4)

退職手当調整額の減



0

50

100

150

200
億円

116.1

増

100.5

減

146.2

増

91.3

減

122.2

増

90.1

減

89.1

増

88.9

減

4.211.612.33.4

普通建設
事業費

財産売払
収入

減価
償却費

H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021)
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他の中核市より,

老朽化が進行中！

有形固定資産の主な増減要素 普通建設事業費や減価償却費が減少

市債残高の推移 市債の発行抑制により，昨年より17億円の減少

市民１人あたり資産・負債，純資産比率(6) 中核市平均より純資産比率が大幅に低い

H30

有形固定資産

償却率(5)

R2

有形固定資産

償却率(5)

R1

有形固定資産

償却率(5)

69.6%
中核市
61.4%

69.5%
中核市
61.8%

70.4%

1,000

1,200

1,400

1,600

0

100

200

300
億円 億円

発
行
額

償
還
額

1,561億円

1,383億円1,400億円

108億円 125億円

市債残高

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

0

50

100

150
万円

H30(2018) R1(2019) R2(2020)

中核市
44万円

中核市
147万円

中核市
44万円

中核市
148万円

負

債

負

債

負

債

資

産

資

産

資

産

63万円

110万円

64万円

113万円 114万円

64万円

H30

純資産比率

R2

純資産比率

R1

純資産比率

43.1%
中核市
70.3%

43.0%
中核市
70.3%

43.9%

122億円 102億円



５．財務書類②行政コスト計算書および③純資産変動計算書
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税収等 726.8億円

国道等補助金 690.8億円

使用料及び
手数料ほか 49.4億円

収入(b+e+g) 1,467.0億円 費用(a+d) 1,438.3億円

収支差額(h) 28.7億円

人件費 168.0億円

物件費等 313.0億円

移転費用ほか 957.3億円

純行政コスト(3)の推移 特別定額給付金の給付などにより前年から299.2億円の増加

純資産の増減分析 国道等補助金の増などにより28.8億円の増加

(単位：百万円)

R2(2020) R1(2019) 増　減 R2(2020) R1(2019) 増　減

経常経費(a) 143,693 113,524 30,169 財源(g) 141,758 109,564 32,194

人件費 16,801 17,490 ▲ 689 税収等 72,676 72,257 419 

物件費等(1) 31,297 28,754 2,543 国道等補助金 69,082 37,307 31,775 

移転費用(2) 94,520 66,163 28,357 本年度差額(h=g-f) 2,869 589 2,280

その他の業務費用 1,076 1,117 ▲ 41 資産評価差額 ▲ 14 28 ▲ 42

経常収益(b) 4,945 4,908 37 無償所管換等 507 92 415

使用料及び手数料 3,468 3,698 ▲ 230 その他 ▲ 479 - ▲ 479

その他 1,477 1,210 267 本年度純資産変動額(j=h+i) 2,883 709 2,174

純経常行政コスト(c=a-b) 138,748 108,616 30,132 前年度末純資産残高(k) 122,701 121,992 709

臨時損失(d) 136 1,051 ▲ 915 本年度末純資産残高(j+k) 125,583 122,701 2,882

臨時利益(e) ▲ 6 692 ▲ 698 　　※２つの表を１つにまとめており，左側が②行政コスト

純行政コスト(3)(f=c+d-e) 138,889 108,975 29,914 　　　計算書，右側が③純資産変動計算書に相当する

科 目 科 目

(i)

億円

H30(2018) R1(2019) R2(2020)
0

300

600

900

1,200

1,500

175.8

293.5

658.0

50.1

純行政コスト
1,077.2億円

174.9

287.5

683.3

56.0

純行政コスト
1,089.7億円

168.0

313.0

957.3

49.4

純行政コスト
1,388.9億円

R1純資産残高 純行政コスト 税収等 R2純資産残高

その他

1,227.0
億円

1,255.8
億円

▲1,388.9億円

726.8億円

690.8億円 0.1億円 ＋28.8億円

対前年

＋299.1億円

対前年

＋4.2億円

対前年

＋317.8億円

国道補助金
新型コロナウイルス
感染症関連の
補助金の増ほか

人件費

物件費等
(1)

移転費用(2)

ほか

使用料及び
手数料ほか
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主な財源の推移 人口減少に伴い，10年前から市税・地方交付税合計が8%減

主な費用の推移 人件費は21%減だったが，扶助費は18%増

一方，公共施設数，施設関連経費は高止まり傾向

0

10

20

30

0

200

400

600

800

1,000
億円 万人

688億円

25.0万人

(▲11%)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

人口

地方
交付税

市税

632億円

28.0万人

364.6

323.4

322.8

324.0 316.1

315.6

(▲8%)

0

10

20

30

0

200

400

600
億円 万人

363億円

25.0万人

(▲11%)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

人口

429億円

28.0万人

(+18%)

人
件
費

扶
助
費

215億円 169億円

(▲21%)

0

100

200

300

0

200

400

600

800

142
億円

施設 億円

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

直
営
施
設
数

(+8%)

749施設

153
億円

(▲2%)

指
定
管
理
設
数

維
持
補
修
費

普
通
建
設
事
業
費

735施設



６．財務書類④ 資金収支計算書
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資金収支の増減 国道等補助金の増加などに伴い，8.6億円の増加

基礎的財政収支(3)の推移 公共施設等整備費の減少などに伴い，35.3億円の増加

(単位：百万円)

R2(2020) R1(2019) 増　減 R2(2020) R1(2019) 増　減

業務支出(a) 135,165 104,179 30,986 投資活動支出(d) 18,431 19,885 ▲ 1,454

業務費用支出 40,645 38,016 2,629 公共施設等整備費支出 8,027 10,437 ▲ 2,410 

人件費支出 17,535  17,548  ▲ 13  基金積立金支出 3,177 1,529 1,648 

物件費等支出 22,291  19,619  2,672  その他の支出 7,228 7,919 ▲ 691 

その他の支出 819  849  ▲ 30  投資活動収入(e) 12,433 11,660 773

移転費用支出 94,520 66,163 28,357 国道等補助金収入 2,570 2,383 187 

補助金等支出 50,866  21,979  28,887  基金取崩収入 1,614 761 853 

社会保障給付支出 34,015  34,876  ▲ 861  その他の収入 8,248 8,516 ▲ 268 

その他の支出 9,639  9,308  331  投資活動収支(1)(f=e-d) ▲ 5,999 ▲ 8,224 2,225

業務収入(b) 143,728 112,137 31,591 財務活動支出(g) 12,538 12,911 ▲ 373

税収等収入 72,312 72,270 42 財務活動収入(h) 10,819 14,156 ▲ 3,337

国道等補助金収入 66,512 34,923 31,589 財務活動収支(2)(i=h-g) ▲ 1,720 1,245 ▲ 2,965

その他の収入 4,904 4,943 ▲ 39 資金収支額(j=c+f+i) 845 979 ▲ 134

業務活動収支(c=b-a) 8,563 7,958 605 歳計外現金増減額(k) 10 52 ▲ 42

前年度末現金預金残高(l) 3,363 2,333 1,030

本年度末現金預金残高(j+k+l) 4,218 3,363 855

科 目 科 目

R1現金預金残高

業務活動収支

投資活動収支

R2現金預金残高

歳計外現金

33.6億円
42.2億円

85.6億円 ▲59.9億円

▲17.2億円

0.1億円 ＋8.6億円

対前年

＋6.1億円

対前年

＋22.3億円

対前年

▲29.7億円

財務活動収支

市債発行額の減亀田交流プラザ整備事業などの
大型事業の完了による減ほか

▲ 100

▲ 50

0

50

100
億円 業務活動収支

（支払利息支出を除く）

投資活動収支
（基金を除く）

中核市
14.0億円

H30(2018) R1(2019) R2(2020)

88.0

▲55.4

85.1

▲74.6

32.6億円

10.5億円

中核市
▲6.1億円

90.1

▲44.4

基礎的財政収支
（業務活動収支＋

投資活動収支）
45.8億円

特別定額給付金
給付事業などの
補助金等支出の

増ほか



７．用語の解説
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(1)事業用資産
学校や市営住宅，庁舎などの，インフラ資産，物品以外の資産。

(2)インフラ資産
道路，河川，公園などの社会基盤となる資産。

(3)長期貸付金
他団体や市民などへの貸付金。

(4)退職手当引当金
在籍する職員が期末に自己都合退職すると仮定した場合の退職手当支給見込額。

(5)有形固定資産償却率
土地以外の償却資産（建物，工作物）の取得価格に対する減価償却累計額の割合を求めるこ

とで，老朽化の進行状況を表したものです。高いほど老朽化が進行しているといえます。
減価償却累計額

有形固定資産−非償却資産+減価償却累計額

(6)純資産比率
資産総額に占める純資産の割合を表していて，現在，市が持っている資産について，比率が

高いほど現世代の負担が高く，低いほど将来世代の負担が高い。
純資産合計

資産合計

①貸借対照表

②行政コスト計算書および③純資産変動計算書

(1)物件費等
消耗品費や賃借料，委託料，施設の維持補修費，減価償却費など。

(2)移転費用
団体・市民への補助金や社会保障給付費など。

(3)純行政コスト
民間企業の純利益に当たり，本市は費用が収益を大きく上回っているため，赤字となって

いますが，行政サービスは収益で賄うことを必ずしも想定しておらず，税収などの財源で
賄っています。

④資金収支計算書

(1)投資活動収支
学校や道路などの整備による資産形成や，投資，貸付金等の金融資産形成に係る収支。

(2)財務活動収支
市債の借入と償還に係る収支。

(3)基礎的財政収支（プライマリーバランス）
政策のために必要となる費用が，その時点の税収でどこまで賄われているかを示す指標で，

値がプラスであれば費用が税収などで賄われていることを意味しています。
業務活動収支 ＋ 投資活動収支

(支払利息支出を除く) (基金を除く)


